
規 則

�愛媛県規則第１号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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別表第２（第３条－第５条関係） 別表第２（第３条－第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第１項に規定

する中小企業者

をいう。）及び

組合等（同条第

５項に規定する

組合等をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第１項に規定

する中小企業者

をいう。）及び

組合等（同条第

５項に規定する

組合等をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略
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告 示

�愛媛県告示第１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第６８条第４項において準用

する同法第１８条第１６項の規定により、清算法人浮穴土地改良区から

次のとおり清算人が就職した旨の届出があった。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

２ 省

略

２ 省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

４～１０

省略

４～１０

省略

別表第４（第３条－第５条関係） 別表第４（第３条－第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

２ 省

略

２ 省

略

氏 名 住 所

森 田 光 一 松山市森松町８５９番地

重 松 政 弘 松山市森松町７５２番地

愛 媛 県 報平成３１年１月８日 第３０４１号
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�愛媛県告示第２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基づき、

平成３０年１２月２５日、中予山岳地域森林計画を立てた。

中予山岳地域森林計画に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

中予地方局産業経済部�万高原森林林業課において公衆の縦覧に供
する。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成３０年１２月２５日、東予地域森林計画を変更した。

東予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

東予地方局産業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成３０年１２月２５日、今治松山地域森林計画を変更した。

今治松山地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画

図は、東予地方局産業経済部今治支局森林林業課及び中予地方局産

業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成３０年１２月２５日、南予地域森林計画を変更した。

南予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

南予地方局産業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成３０年１２月２５日、肱川地域森林計画を変更した。

肱川地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

南予地方局産業経済部八幡浜支局森林林業課において公衆の縦覧に

供する。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成３１年１月８日から２１日まで

�愛媛県告示第８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

重 松 良 夫 松山市森松町３８６番地

渡 部 勇 起 松山市森松町８５４番地

立 花 豊 樹 松山市井門町１３５４番地

橘 茂 松山市井門町７５２番地

武 政 哲 廣 松山市井門町７１８番地

橘 寿 幸 松山市井門町１１７番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂３７６１番から

同町山鳥坂３７６４番２まで

旧 ３．６～８．７ ０．０３９

新 ４．９～９．２ ０．０３９

愛 媛 県 報平成３１年１月８日 第３０４１号
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公 告

�公 告

愛媛県労働委員会第４３期委員の補欠委員候補者の推薦につい

て

第４３期愛媛県労働委員会労働者委員が１人欠員を生じるので、労

働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「法」という。）第１９条の

１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号。以下「政

令」という。）第２１条第１項の規定により、愛媛県労働委員会の労

働者委員の候補者を推薦する資格を有する労働組合は、委員候補者

を次により推薦してください。

平成３１年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 推薦者の資格

労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合は、法

第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２項の規定に適

合するとの立証を受けている労働組合であり、かつ、愛媛県の区

域内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員となる

ことができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員が委員

に任命される場合は、その身分関係を規律する他の法律の規定に

より制約を受けます。

３ 推薦期間

平成３１年１月８日（火）から２５日（金）まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成３１年１月２５日（金）までに愛媛県経

済労働部産業雇用局労政雇用課へ到着するよう提出してください。

なお、推薦書には、次の書類を添付してください。

� 政令第２１条第３項の規定による愛媛県労働委員会の証明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂３７６１番から

同町山鳥坂３７６４番２まで
平成３１年１月８日

愛 媛 県 報平成３１年１月８日 第３０４１号
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別記様式（４関係）

平成３１年１月８日 発行
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